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は じ め iこ

日野市は、情報公開の制度化に向けて、昭和 58年 7月に情報公開制度検

討委員会を設置し、 1 0月に第 1回の会議を開催以来数次にわたり極々の検

討課題について調査研究を進めてきました。

その検討の課程において東京都及び埼玉県の職員による講演を受けるとと

もに神奈川県県政情報室を視察 し、つぶさに公文哲の公闘状況とその迎用の

実態を見学する乙とがで きま した。

本報告書は、乙れ ら先進地の検討結果、公開状況及び各純文献を参考に 、

野市における情報公開制度のあり方について考え方を整即しまとめたもの

です。

この報告書の内容は、制度化へ向けての諸課題の調子句研究という 乙とH:'f( 

/'"をおいて作成されていますが、今後の準備組織に引き継ぐという役 '~fll を考

慮し、準備段階においても十分使用に耐えるよう制度のシステム及び.iillJlJ聞

についても説明を加えてあります。

A 後、全庁的検討及び準備段階を経て、市1I皮の早期実施が図 られる ζ とを

願うものである。

昭和 59年7月

野市情報公開制度検L
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第 1章情報公開についての基本的考え方

1 情報公開制度の意義・目的

情報公開制度とは、原則と して行政機関等が保有する情報を、住民か ら

の請求に応じて提供する乙とを行政機関等に義務づけ、住民の「知る権利」

を保障する制度である、といえる。

新しい制度を創設する場合は、その制度の意義 ・目的を十分検討 し、 既

存の法秩序との調和を図ると ともに、 その制度の目的を適正に実現すると

とが必要である。 ζの制度の意義 ・目的の主なものをあげると次のとおり

である。

まず、 「市民の参加」の観点からである。乙の考え方は、市民意思を行

政に反映するためには、市民が必要なとき lζ必要な情報を保有する態勢作

りが必要であり、行政の実態を知らさ れなければ本当の意味の市民参加は

ない、というものである 。

次に、 「市民の監視」という観点からである。 ζの考え方は、現行シス

テムとして議会による監視、監査委員による監査、直接請求 としての監一

請求等の制度が現存するが適正な行政執行を確保するため、市民が行政運

営の実態を把握して行政をチェックする、と いう ものである。

ついで、 憲法上の 「知る権利」を基本的人権ととらえ、その一環として

行政機関から積極的に情報を収集する公開請求権を市民に認め「知る権利」

の実現に資する制度とする、とい う考え方である。

最後に「開かれた市政」という観点からである。乙の考え方は、市政に

市民の理解と協力をもとめ、市政lζ市民の意思を十分に反映するとするも

のである。いわば、市政への参加と監視機能を併せもったものという乙と

-1-



ができる。

以上の 4つの考え方をふまえ、 当市のめ ざす情報公開制度の目的は、

「知る権利」を保障し「市民参加」をより推進し「開かれた市政」を実現

する乙とに求めたい。

2 情報公開制度の必要性

「市にお いては、新市庁舎のオープンに伴い、図書館の第 7番目の分館

として市政図書館を開館し、行政資料等の提供を積極的に行っている。

しかしながらそ乙に配架されている行政資料等は、行政側からの提供資料

であり、市民が閲覧する乙とを目的に作成されたものが多い。そ乙 lとは、

行政側の窓意的判断の余地が大きい乙と及び公平さが雌保し得ない乙とな

ど一定の限界がある。そ乙で、市民の個別の請求iζ応じて公文書を公開す

るしくみいわゆる情報公開制度の必要性が強調される。その必要性を列記

すると次のとおりである。

① 行政の民主性、公平性が確立され、行政に対する住民の信頼性が より

確立される。(信頼性の確保〉

② 市民の行政lと対する理解と認識が深まり市民が行政lとより積極的 lζ参

加する道が開ける。(市民参加の促進)

③ 職員意識の変革、行政運営の改善が一層進められ効率的な行政運営が

より推進される。(効率的な行政の一層の推進〉

3 情報公開制度の基本原則

情報公開制度の制度化に当たっては、次の 3点、を基本原則とする必要が

-2-



ある。

(1 ) 公開原則の確立

情報公開の目的を達成するためには、すべての情報を公開する乙とを

原則とする。対象とする情報のうちで公開の例外とする情報(適用除外

項)は、合理的な理由をもった必要最小限のものとする。

(2) プライバシーの最大限の尊重

個人の尊厳を守るため「原則公開」とする乙の制度についても、原則

非公開と して最大限に尊重する。

(3) 市民の利用しやすい制度

市民参加のもとにおける制度化については、請求から公開までの手続

が市民にとって利用 しやすい制度とする必要がある。

4 総合的な情報公開の整備

と乙で制度化を目ざしている情報公開制度は、情報公開のすべてではな

い。いろいろの分類方法が考えられるが、財政状況の公表(地方自治法第

243条の 3)決算の要領の公表(同法第 233条第 5項〉等のように、

行政機関K特定の情報を広く市民に公表する乙とを義務づける制度、個人

の意見等無形情報を広く公開する会議の公開制度、特定情報について特定

lζ公開請求権を設定する行政手続制度、自己情報のコン トロール制度、

そして、市政図書館の活動のように行政側が任意に情報を提供する情報提

供施策等がある。これらの制度には、それぞれに特色があり情報公開を進

めていくためには、各種の制度が相互に補完 しあいながら、総合的lζ機能

-3ー



するよう 整備を図る必要がある。

5 制度の立法形式

本市が目ざす情報公開制度は「知る権利Jを保障し「市民参加」をより

推進し「開かれた市政」を実現する乙 とにある。 乙の乙とは、市政全般に

わたる制度を目ざすものであり、また、市民に情報公開請求権を付与し 、

市lζ対しては、公開義務を設定するという法的権利義務関係を創設するも

のであるので制度の立法形式は条例による乙とが妥当である 。

-4-



第 2章情報公開制度の骨子

1 請求権者

市の保有する情報の公開を請求する権利を有する者すなわち請求権者を

どの範囲にするかについては、 情報公開制度の意義 ・目的 ・実際的効果な

どの理解により 、次の 3つの考え方がある。

① 行政情報は、 「何人」に も公開すべきであるとする説。

② 市内 iζ在住 してい る個人、市内に在勤又は在学 してい る個人並びに

務所、事業所を有する法人及びその他の団体、いわゆる 「広い意味の市

民」 とする説。

③ 市内に在住している個人並びに事務所、事業所を有する法人及びその

他の団体、いわゆる 「市民」 とする説。

①説 「何人」 にも公開すべきであるとする意見の主な理由は次のとおりで

ある。

(対 理論的にみて も、知る権利の保障と情報の自由な流れの利益の享受

者は、 国民すべてであり 、市民に限定する理由 はない 乙と。

(イ) 情報化社会の進展により 、市域を ζ えた情報の交流が求められてい

る乙と。生活圏が拡大して市の行政に利害関係を有する者は、市民iζ

限らない乙と 。

(ウ) たとえ、市民に限定 しでも市民以外の者が市民K依頼すれば結果的

に入手可能である乙と。市民か否かの判定K手間どる乙と 等、実態的

iζ限定する意味が薄いこと 。

②説 「広い意味の市民」に公開すべきであるとする意見の主な理由は次の

とおりであ る。

-5-



ケ) 制度の意義・目的が市民の市政への参加、監視など聞かれた市政の

実現にあるとする立場をとれば、限定する方が筋がとおる乙と。

(イ) 限定された請求権者以外か らの請求については、公開請求権を認め

なくても、 事実そ の求めに応じられる乙と 。

(ウ) 市域にとらわれず、情報の自由な流れを保障するという見地からは

意義ある乙とであるが、市においては「何人」からも請求さ れるよう

な情報を保有していないのではないか。また、 全国的な対応は、法律

で対応すべ きであり、市の条例で規定す る乙 とには限界があるとと 。

(司 昭和 55年国勢調査をみて も、在学者は、 9，6 9 4人、在勤者は、

2 2， 3 3 6人に及んでおり 、 (常住人口 14 5， 4 0 8人に対する割合

は、 22.0%昼間人口 12 6， 9 1 6人に対する割合は、 25. 2 ~ぢ 〉在

学、在勤者 も現実に市の行政サ ービスを受けているという 実態がある

乙と。

③説「市民Jtc限定すべきであるとする意見の主な理由は次のとおりであ

る。

(計上記②説の(ア)、(イ)、(ウ)の理由

(イ) 公開する乙とにより 、最終的には訴訟で争い法的責任を負う請求権

を何人あるいは、他市の住民に公開する条例を市民の費用負担で創設

するζ とには検討の余地がある乙と。

(ウ) 条例の効果の及ぶ範囲という見地からは、地方公共団体という場所

的、人的構成要件である場所又は市民をとらえて各種の施策をするの

であ って、市外の住民に請求権を与え、法的責任を負う乙とが市の事

務として構成しうるかどうか疑問がある乙と。

市の基本的考え方は上にも述べたように、地方公共団体の観念が成り

立つためには、場所的構成要件である 区域、人的構成要件である住民、法

制度的構成要件である法に基づく人格の 3つの要素からなっており、地方

公共団体は、乙の構成要素たる場所又は住民をと らえて各種の施策を展開
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すると同時に、市域以外の者をも対象にして行政サービスをしている 実態

カ三ある。

①説は法的責任、費用負担等の面、さらに行政サービスは第一義的には

当該地方公共団体の住民をその対象としている乙とから、市民の理解を得

にくい面がある乙と 等を考えると慎重に対応する乙とが必要である。

③説は住民自治と いう視点からの基本的考え方である が、 上にも述べた

ように行政サービスの実態からは狭いと思われる 。

よって、当市においては、市民参加の推進と聞かれた市政を目ざす意義 ・

目的か らして②説 「市内に在住 してい る個人、市内iと在留b:又は在学してい

る個人並びに事務所、事業所を有する法人及びその他の団体」 を基本とす

る乙 とが妥当であると考える。

なお、市外に居住している者で、市の行政に何らかの利害関係を有する

者等から公開の申請-があった場合において もその公聞に努めるものとする。

2 実施機関

市における情報公開の実施機関と しては、市政への市民の参加及び聞か

れた市政という視点からすれば、市のすべての執行機関(市長部局、行政

委員会、公営企業等)において、同時に実施されるべきである。また、議

決機関である議会 も制度の趣旨を踏まえて、検討される乙とが望まれる。

以上の乙とを考慮し想定できる問題点等は、次のとおりである。

市民の市政への参加、開かれた市政、市民の知る権利を保障するという

立場からは、市の機関がすべてにおいて実施する乙とが望ま しい 乙と、市

の行政サービスは「市役所の仕事」として一体的に理解されている乙と 、

相互に関連する情報、類似の情報に対して十分に情報を得る必要がある乙

と等から、上記のように市の全機関が同時に実施されることが望ましい。
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実施機関については、制度化について全機関が同時に実施される乙とが

望ましいが、 各実施機関における組織・権限及び事務執行体制、文書管理

体制等が異なる乙とから全機関同時に実施できるかが問題になる。

① 議会について

本会議は市民に公開され(地自法第 115条)、 各委員会は委員長の

許可を得て傍聴で きる(議会委員会条例第 18条)し、また、乙れらの

会議録 も公開されている。予算の執行 も事務局において執行され、公文

言類の保管は長の担任事務 (地自法第 149条)であ るが条例、規則に

より 事務局において事務を処理 し文書の保存等を行っているのが実状で

あり、 情報公開の要請は議会を除外する合理的理由 はない。

② 執行機関の附属機関について

附属機関については、地自法第 202条の三 (附属機関の職務権限・

組織等)においてみられるように 直接住民に対して執行権を有する機関

ではなく、また、附属機関の庶務は、 その属する執行機関において掌 る

ものと されてい る。

乙の乙とか ら、附属機関については、 実施機関とな る各執行機関と 一

体のものとして考え るべきであ る。

① 外郭団体について

外郭団体としては、 土地開発公社、 高齢者事業団、社会福祉協議会等

が主要なものである。 乙れ ら外郭団体は、市とは別個独立の法人格を有

しており、 当然には市の条例の適用を受けるものではない。よって、

該団体の自主的な判断に委ねる乙とが適当であ ると思われる。

また、外郭団体は市の行政の一翼を担うとともに、 密接な協力関係に

立っているので、情報公開制度の創設後、それに準 じて実施される乙と

が望まれる。

④任意団体について

職員の福祉増進lζ資する乙とを 目的として、地方公務員法の厚生福利
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制度の一環として、日野市職 助会が条例により設置さ れている。

との団体は、いわゆる任意団体であり、法人絡を省していない。乙れ

らの乙とから情報公聞については、自主的な判断による乙とが適当と思

われる。

3 対象情報の範囲

公的機関の保有する情報には、文書、図画、マイクロ フィノレム等に記載

された有形情報と、面接、会議等にお ける口頭での発言などの無形情報が

ある。情報公開制度で検討が必要であるのは、 有形情報である。 いう まで

もなく 、市の事務処理は、文書によ って行う乙とを原則としているので、

文書の形態をとるものが多 いが、 録音テープ、磁気テープ等種々の形態が

ある。

次lζ、有形情報の形態と しては、い ろいろあるが、文書によるものと、

文書以外によるものとに大別する乙とができる。文書によるものとしては、

起案文書、供覧(回覧)文書、復命書、台市長・簿冊 ・カ ー ド式 11辰票、市が

作成又は入手した刊行物(一般図書、雑誌煩、論文、統計資料、調査報告

等〉があり、文書以外によるものとしては、映画、スライド、マイクロフィ

ノレム、 録音テープ、彼気テープ等がある。各県の公文書等実態調査をみて

も文書の形態をとるものが圧倒的に多い実態である。文書以外によるもの

は、 実態調査によるときわめてウェー トが小 さく 、現時点では、大きな役

害IJを果たしているとは思えな いが、今後、機械化の進展及び文書量の増大

に伴って、磁気テープ、マイクロフィ ノレムの重要性は、ますます増大する

ものと思われる。

乙のように、対象情報の範囲を定めるにあたっては、い ろいろの要素を

考慮 して定めなければならないが、現実的対応としては、制度の理念を踏
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まえての対応可能性(整理保管さ れ、 容易に検索ができる ような管理体制

がなされている乙と。)を考慮し、慎重に検討されなければならない。そ

して、その乙とは、市IJ度施行後請求権者か らの公開請求に対 し、 情報の不

存在を埋由児請求拒否を した場合、制度そのものの信頼性が損われるから

である。

そ乙で、 対象情報の範囲を定める にあた っては、次の 3点について検討

する乙ととする。

第 1点は、形態 (記録媒体)の観点から、第 2点は、公的性格か ら見た

場合、第 3点は、何時の時点で公開対象となるかである。

(1 ) 形態(記録媒体)からの対象情報

情報の形態(記録媒体)と しては、上にも述べたように紙を媒体とし

た一般文書 (起案文書、供覧文書等)、 |帳票、地図、図面等が主体であ

り、その他に、 コンビュータに入力された情報、録音テープ、マイクロ

フィ ノレム等があ る。乙 のう ち、コンビュ ータ K入力 されてい る情報は、

そのまま対象とする ζ とが現時点においては、困難な課題が多 い。す な

わち、アウト プットに新たな プログラム設計が必要なとと、それに要す

る経費がかさむ ζ と、また、コンビュ ータに入力された情報が個人情報

である-乙と等、実施機関に多大の経費を要する一方、 請求者にとっても

満足のいく 情報が得にくい面が多いと思われる。録音テープについても

公式の記録か又は補助情報かという問題がある等、そのままでの形での

公開花 は問題がある 。

しかし、コンビュータか ら出力 された情報および録音テープからの採

録物は、対象iζ含めてもよいと思われる。マ イクロフィノレムについては、

文書を写真にしたもので、 基本的には、対象範囲に含める ζ とが適当と

思われる。

よって、対象情報としては、 一般文書、帳票、地図、図面、マイクロ
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フィルム、コンビュータから出力された情報、録音テープからの採録物

が考えられる。

また、乙れらの情報は、現に保有している保存期間内のものとし、情

報を加工 して提供する ζ とは行わない乙ととする。

(2) 公的性格からの対象情報

市における事務処理は、文書による乙とを原則としている。そ乙で、

公的性格からの対象情報につ いては、 ①広義 ・狭義の公文書の概念、

②事務処理上の過程、 ③職務執行の立場等からの検討が必要である 。

まず、広義 ・狭義の公文書の概念からは、狭義の公文書の概念は、刑

法上の公文書の概念であり、その要件は、ア、 官公庁又は公務員が作成

するものである乙と、イ 、職務上作成する文書である乙と、である。そ

の例と して、私人の意思表示であっても、作成名義が官公庁又は公務貝

である場合は、公文書とさ れる。広義の公文書の概念は、文書事務処理

上、官公庁において事務処理上取り扱うすべての文書を公文書という場

合である。

その例としては、私人名義でも官公庁に提出された文書で、申請も 、

函昔、 願書等がある。文書管理規程等の規定で文書というのは、乙の広

義の公文書を意味している。次lと事務処理上の過程からは、収受又 は作

成される文書には、担当者が事務処理のため作成したメモ類、資料等の

個人的な執務資料から、収受文書、決裁のための起案文書など、その種

類及び形はさまざまである。ついで、職務執行の立場からは、直接意思

決定(決裁)に係る文書 (決裁権者の決裁を受けたもの)と、 直接意思

決定(決裁)を伴わない文書 (個人的執務資料)に区分する方法もある。

よって、以上の乙とを総合的に勘案して、公的性格からの対象情報は、

職務上作成し 若 しくは収受 した文書で決裁権者の決裁又は供覧等の手

続が終了したものとし、 乙れらのものについて、 「公文書」の概念を用
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いる乙とが妥当と思われる。

なお、個人的執務資料も起案文書に意思決定の判断資料と して添付さ

れたものについては、起案文書と一体をなすものとして対象に含める乙

ととする。

(3) 情報の公開時点

公文書の公開時点については、

① 作成又は収受の段階のものも含め、市の管理するすべての情報を対

象とする。

② 決裁又は供覧等を終えた段階で対象とする 。

3) 決裁又は供覧等を終え、所定の手続を終えた段階で対象とする。

の 3つの考え方がある。

1)の考え)]につ いては、決裁前の段階の文書は、案の段階であり 、

任をもてる文書ではない。乙 の段階の文書を公開する ζ とは、混乱を招

c 行政の公正な執行に支障を来すおそれがある。

②の考え庁については、早く情報を公開できると いう点では、利点が

あるが、準備期間がな いため、決裁後の審査、浄昔、公印、押印、 発足

等の施行手続がとれな い。

よって、市民が公的機関で認知 し、 公的↑青報と して公的責任を負う乙

とができる③の考えが、適当であると思われる。

4 適用除外事項

(1 ) 基本的考え方

ア 制度的意義、性格
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情報公開制度は「知 る権利」を制度的lζ保障 しようとするものであ

るか ら、情報は原則として公開が義務付け られ、対象情報の範囲 は、

できる限り広くかっ明確でなければ‘ならな い。

しかし、 市の保有する情報の中に は、 医療記録や生活保護記録のよ

うに個人のプラ イバ シーに関するものや、ある いは、 採用試験問題の

ようにそれを公開する乙とによって行政の公正かっ円滑な執行に著 し

い支障が生 じたり 、その事務事業の目的が達成できなくなる等のおそ

れがあるため、 乙の制度にお いて、非公開とする乙とができる情報の

範囲を定める必要がある。どのような情報を公開しな い乙とができる

か、あら かじ め適用除外として規定 しておく乙とは、既制定条例等に

おいてもみられると乙ろである。

適用除外事項の性格は、原則公開の例外として公開義務を免除する

ととすなわち該当する情報を非公開とする乙とを実施機関に許容する

ものである、という考え方が乙 れまでの定説であるが、適用除外事項

に該当する情報であっても、公開する乙とが公持上必要だと認められ

る場合には、その情報を公開する乙とが望ましい。既制定条例におい

ても個人情報、事業活動情報に関する項目では適用除外事項の例外と

して限定的にではあ るが、一定の 「公益上の必要」があれば¥ その情

報を公開する乙とができる、との規定を設けている。 I公益上の必安」

の裁量判断にあたっては、一払的lζ非公開とする 実質的理由と公開す

る公益上の必要性とを比較衡量 したうえで、慎重に公開の可否につい

て判断する必要がある 。

なお適用除外事項は、原則公開の例外として、①非公開とすべき情

報の範囲を定める、 ②個別の情報が公開しうるかどうかを具体的に根

拠づけるとの観点から定め られるべき(都における情報公開制度)と

いう考え方から請求権者の「知る権利」と他の個人及び団体の権利 ・

利益並びに公益との調和を図るためにとの観点から定められるべき
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(東京都情報公開懇談会〉という考え方に変ってきている。

イ 規定の方法

(対 最小限に止める

適用除外事項の範囲は、原則公開の趣旨から合理的な理由をも っ

た最小限のものとすべきであ る。その判定にあた って は、非公開と

する実質的理由と公開する公益上の必要性とを比較衡量ーするととも

に個人及び団体の権利・不iJ議が損われる乙とがないよう慎電かっ適

切に判断する必要がある 。

(イ) 具体性・明確性

適用除外事項を定める場合は、実施機関iとし意的な判断を与える

余地のあるものであ ってはならない。請求するも のにと っても 実脳

機関にとっても抽象的、包括的に規定する乙とは、無用の混乱を招

きひいては、制度の信頼性を損う乙とになる。そ乙で適用除外事項

は、その運用上の判定基準(細目)を含めて、公開可否を決定する

に際し、適格iζ判断する乙とができるように具体的かっ明確に規定

されるべきである。

(2) 他県市町における適用除外項目

5 8年 6月 1日までに、 2県(神奈川県、埼玉県) 1市(春日市) 4 

町(金山町、 蒲原町、緒方町、府中町)において条例が施行されて いる

が、項目的には、共通点が多く、 いずれも適用除外事項を具体的K規定

している。各条例の適用除外事項(府中町を除く)を整理すると次のと

おりである。

一共通的適用除外項目 一

個人情報に関する項目

法令等lとより非公開とされている事項に関する項目

法人、団体等の情報に関する項
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一埼玉県を除く共通の適用除外項目 -

検査、争訟、入札、試験、行政上の取締り、監査、交渉等iζ関する項

一蒲原町、緒方町を除く共通の適用除外項目 -

機関内部、機関相互、国等との聞の情報で公開する乙とにより著しい支

障があると認められるものに関する項目

一神奈川県、埼玉県にのみ規定される項目 -

犯罪の捜査、取締り 等lζ関する項

一埼玉県、金山町、緒方町にのみ規定される項目 ー

その他の情報に関する項

一神奈川県にのみ規定される項・ー一

国等からの協議又は依頼に基づいて作成又は取得した情報で公開すると

巳回答との協力関係を著しく 害するおそれのある情報に関する項

一蒲原町にのみ規定される項 E ・ー

該情報を得るに当り非公開を条件とされているものに関する項

公開する乙とにより、人の生命又は身体の安全に危険が及ぶと認められ

るものに関する項

(3) 東京都情報公開懇談会提言における適用除外項目

京都情報公開懇談会からの提言は、その趣旨において「適用除外事項

は、請求権者の「知る権利」と他の個人及び団体の権利 ・利益並びに公

益との調和を図らなければならない。」との観点から定められるべきだ

と記述している。そ ζで提言の類型区分をあげると次のとおりである。

法令秘情報に関する項目

個人情報に関する項

業活動情報iζ関する項

犯罪の予防、捜査情報等に関する項目

国等関係情報に関する項目
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合議制機関等関係情報に関する項目

機関内、機関間情報lζ関する項目

行政運営情報に関する項目

(4) 当市が適用除外事項として考慮すべき項目

検討委員会では、上記のようにすでに情報公開条例を施行 し、 又は実

施する乙とを予定している東京都情報公開懇談会提言を参考として一応、

次のような 7項目を適用除外事項とする乙とにした。もとより適用除外

一項の範囲をどのように定めるかは、情報公開制度の検討過程における

中心的課題であり、その定め方如何が、乙の制度の成否を左右するといっ

ても過言ではない。乙の適用除外事項は、今後実施される文書調査を行

うための基準と して用 し、 られまた調杏結果を分析精査すると共に幕準を

修正し実胞へ向けての細目基準を設定するための柱となるものである。

ア 個人情報に関する項目

個人に関す る情報であって、特定の個人が識別され、又は識別

され得るもの。ただ し、 次に掲げる情報を除く。

⑦ 何人でも法令の規定lとより閲覧する乙とができるとされてい

る情報

③ 公表する乙とを目的と して作成 し、 又は取得 した情報

② 法令の規定lとより行われた許可、免許、届出その他 乙れらに

相当する行為lζ際 して作成し、又は取得した情報であって公開

する乙とが公益上必要と認められるもの

〔説明〕プライパシーの概念は不明確なので上記のように規定した。

「個人花関する情報Jとは思想、宗教、意識、趣味等に関する情報、

月
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心身の状況、体力、健康状態、病歴等lζ関する情報、資格、犯罪歴、

学歴、職歴、 賞罰、成績等lζ関する情報、職業、交際関係、生活記録、

家庭関係、親族関係等lζ関する情報、財産の状況、所得等に関する情

報など個人lζ関するすべての情報をいう。乙の項目は、 当該本人が 自

己情報の閲覧等を請求 した場合及び本人以外の者が当該本人の同意を

得て請求 した場合であっても、 ζれ らの請求を拒む乙 とがで きるもの

である。また本人には、公開しうると判断される自己情報については、

情報提供等の方法で対応する乙 とが妥当と思われる。

〔具体例〕意識調査調査票、健康診断書、履歴書、生活保護世帯台帳、

定資産評価書、ただ し書、表彰者名簿、民生委員名簿

イ 法令秘情報に関する項目

法令に より、公開する乙とができな いと 認められる情報

〔説明〕法令には、法律、命令を含み、条例、 規則も含まれる。 I法

令に より、 公開する乙とができな い情報」 とは、明文の規定をもって

公開等が禁止されている情報、他目的使用の禁止規定、地方税法等の

個別法による具体的守秘義務規定、法令の趣旨目的からみて公開する

乙とができないと明 らかに認めら れる情報である。

〔具体例〕 著作物の複製(著作権法第 21条)指定統計調査票(統計

法第 15条第 1項)市税申告書、市税更正決定決裁書 (地方税法第

2 2条)

ウ 事業活動情報に関する項目

法人その他の 団体(国及び地方公共団体を除く。以下 「法

人等」 という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報で、公開する乙とにより 、当該法人等又は当該個人の競

争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位を不当に害するお

それがあ るもの
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ただし、次のいずれかK該当するものは、公益上の必要性か ら

適用を除外す る。

⑦ 事業活動によって生 じ、又は生ずる おそれのある災害、薬害

等の危害から、人の生命、身体、健康を保護するため公開する

必要があ る情報

@ 違法若 しくは不当な事業活動lとよって生 じ、 又は生ずる おそ

れがあ る支障から、人の生活を保護する ため公開する必要があ

る情報

⑤ 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがあるその他の著

しい侵害から消費者の利益その他市民の生活を保護する ために

公開す る必要がある情報

② その他、 公開す る乙 とが特に必要である と認められる情報

〔説明〕 乙の項目 は、 事業者の権利 ・利益の保護と「知る権利」の保

障との調和を図るための ものである。乙 の項目は実質的には、企業対

市民という こ極聞の対立として浮上するにもかかわらず形式的に 手続

上の当事者としては、企業→市→市民という 連鎖関係として残ってお

り、公開 ・非公開をめぐる権利義務は、市→市民の場面でのみ発生す

る。 したが って、 乙の権利 ・義務の枠外に置かれてしまった企業に対

しての措置として、公開す る場合には、 事前iと当該法人等にその旨を

知らせ意見を聞くなどの事前手続を必要に応じてとる乙とができるよ

うにする乙とも必要であ る。

〔具体例〕設備投資計画、 資金調達計画、法人市民税台帳

エ 国等関係情報lζ関する項目

国又は地方公共団体(以下「国等」という 。)との聞における

協議、依頼又は協力等lとより 実施機関が作成又は取得した情報で
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あって、公開する乙とにより 、国等との協力関係又は信頼関係を

著しく 害すると認められるもの

〔説明〕市の行政は、園、都、 他市町村と密接に連絡及び協力し合い

なが ら総合的に推進されるものである。そ ζで上記の情報を一方的に

公開す る乙 とで、国等 との協力関係又は信頼関係を損ねる情報は、市

と国等 との協力関係を確保する勧点から、適用除外事項として定める

必要があ る。 乙の項目に該当すると考えられる情報の類型は、国等の

依頼又は委託による調査で当該依頼団体等の不認なしに公表 しではな

らない 旨の桁示がある情報、機関委任事務に関して主務大臣の指揮監

権iζ瓜づき、公開してはならない旨の指示がある情報、 全国を通じ

て統一的に発表を要するとされている情報、国の会計検査等lと係るも

ので、国で公表していな い情報、その他公開する 乙とにより因等 との

協力関係を著 しく 害するおそれのある情報である 。

〔具体例〕 ラスパイレス指数変動分析調査、会計検査院の検査結果

(公表分を除く)

オ 機関内 ・機関間情報lζ関する項目

市の機関内部若しくは機関相互又は市の機関と国等の機関との

聞における調査研究、検討、審議、 協議、企画、調整等に関す る

情報であって、公開する乙とにより 、当該又は将来の同種の調 一

研究、検討、審議、協議、企画、調整等を公正かっ円滑に行う と

とに著しい支障が生ずるおそれのあるもの

〔説明〕いわゆる「意思形成過程に係る情報」で情報公開の目的の中

の市民参加という観点からは、意思形成過程に係る情報でもで きうる

かぎり積極的に公開し、市民の意見を反映する乙とは、必要な 乙とで
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ある。反面意思形成過程は、情報の収集、調査、企画、調整、内部的

な打ち合わせ、 検討、協議等を繰り返 しながら計画などの原案が形成

されていくものが多い。その課程の情報には、決裁なり供覧が終了 し

ているが、全体の過程の意思形成の一段階であるため機関内部で十分

検討、協議等がなされて いない情報や精度の点検がされて いない資料

ザが含まれている。 これらの情報が公開されると 未成熟な情報で市

lζ不正雄なI雫解や誤解を与えたり 、行政内部の自由卒直な意見交換が

妨げられたり 、今後十分な検討資料が得にくくな る等のおそれがある 。

よって、制度化にあたっては、上記の 2つの要請を調和させる乙とが

必要である 。

〔具体例〕予算要求見積書及び関係資料、都市計画案策定前の検討調

査資料、庁内事務担当者会議録、用地取得事前協議

カ 合議制機関等関係情報に関する項

実施機関が設置する審議会等、行政委員会並びに議会及びその

委員会等 (以下「合議制機関等」と いう。 )の会議にかかる上F

議案、諮問事項、審議資料、会議録、議決事項、答申等その他の

情報であ って、当該合議制機関等の設置を定める根拠法令 (法令

のほか要綱を含む。)又は線拠法令の範囲内にお いて、当該合議

制機関等の規則若 しくは議決により 、その全部若 しくは一部の非

公開を定めて いるもののほか、公開する 乙とにより 、当該合議制

機関等の公正若 しくは円滑な議事運営又は当該合議制機関等との

協力関係若 しくは信頼関係を著 しく害すると認め られるもの

〔説明J i合議制機関等」にかかる 情報は、決裁又は供覧の手続が終

了 した情報であるが、その設置者の意思、にお いて、又は機関自ら の意

思において、その意思形成に関 し、微妙な討議の過程を必要とす る場
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合があり、 全部又は一部を非公聞にする乙とが許さ れると思われる。

乙の点は会議の公開とかかわることであるが、乙れは「合議制機関等」

がその会議の公開非公開及び乙れから生ずる情報についての公開非公

開を定めていない乙とが多いという点に着目しての趣旨である。

〔具体例〕都市計画審議会

キ 行政運営情報に関する項目

検査、監査、取締、 監督、徴税等のための事前調査、計画及び実

施細 目、争訟及び交渉の方針、入札の予定価格、試験問題、用地

買収計画並びにその他の事務 ・事業に関する情報であって、公開

する乙とにより、 事務 ・事業の目的を損なうおそれがあるもの、

市民全体の利益を損うおそれのあるもの若しくは特定の者 K不

当な利益を与えるおそれがあるもの、関係当時者間の信頼関係を

著 しく 害すると認められるもの、 当該若 しくは将来の同種の事

務 ・事業の公正若 しくは円滑な処理又は執行に著 しい支障を生 じ

るおそれのあるもの及びその他公開す る乙とにより市政の公正若

しくは円滑な運営に著 しい支障を生 じる乙 とが明らかなもの

〔説明〕事務 ・事業執行過程に係る情報で 当該事務 ・事業の公正か

っ円滑な実施を確保するための適用除外事項であ る。

市の事務 ・事業につ いて類型化し、制限列挙する 乙とは、難しい

ので包括的な文言を加えている。乙の適用除外事項は、文書実態調

査の中で事務 ・事業を精査、検討 し適切な解釈運用基準及び細目 基

準を設定 し、いや しくも行政側の裁量iとより 、非公開とする情報を

拡張する乙とのないよう留意する必要がある。

〔具体例〕設計単価表、勤務成績評定書、用地買収交渉記録
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(5) 適用除外事項における時限性及び部分性の取扱い

ア時限性

適用除外事項に該当する情報であっても、時間の経過に より非公開

とする必要がなくなるものがある。金山町、 蒲原町、 緒方町にお いて

は、独立の適用除外事項として一時秘として規定している。 しか し乙

れは、適用除外事項の時限的適用の問題と して処理する乙とが妥当と

思われる。乙のため、設定基準、指定及び解除の手続等を定めておく

必要がある。

イ 部分性

適用除外事項であっても、当該文書等の部分を構成 し分離分害IJが可

能である場合は、非公開部分を除いて公開すべきである。その要件と

しては、①技術的に容易に分離でき 、②過大の経費を費やさず、①非

公開の部分の内容を推測できな いよう配慮 しつつ、④請求の趣旨を失

わない程度に合理的に分離できる場合が考えら れる。今後分離の方法、

範囲等につ いて合理的な方法を考える必要がある。

5 機関委任事務

地方公共団体の事務の 7'"-' 8害IJは、 機関委任事務である といわれ、 情報

公開制度実施へ向けての検討に際 し、 機関委任事務の処理lζ関連 して作成

され、又は取得された公文書が条例によって公開の対象になる かどうかに

ついては、昭和 55年 10月 17日の衆議院地方行政委員会における五

嵐議員の質問lζ対する砂子田行政局長の答弁以来、 しばしば国会の場で質

問がなさ れ、地方自治制度の所管省である自治省の見解が国会の場で明不

され、原則的に固有事務であって条例の対象となりうる とい う乙 とで解決

をみるまで情報公開制度検討の重要課題とさ れていた。
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以下では、国の見解を主iζ項をおって問題の所在、機関委任事務の概念、

国の見解(国会の質疑の経過)、結論の )11買にその概要を記述する。

(1 ) 問題の所在

情報公開を制度化する場合、機関委任事務の処理に関連 して作成され、

又は取得された公文書を①条例によって公開の対象とする乙とができる

か、②対象とした場合、 主務大臣の指揮監督権が及ぶかどうか、が問題

となる 。

(2) 機関委任事務の概念

機関委任事務とは、園、 他の地方公共団体その他公共団体の事務であっ

て法律又は乙れに基づく 政令によ って地方公共団体の長その他の執行機

関に委任された事務をいう 。

機関委任事務制度は、 事務処理を全国一定基準で行うために国の指揮

監督を理論的に合理化するための制度であってもっぱら国と地方公共団

体の関係を調整するための理論であり、地方公共団体の長lζ対する機関

委任事務は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号。以下 「法」という 。)

第 148条、教育委員会に対するものは、 法第 180条の 8、選挙管理

委員会に対するものは、法第 186条、農業委員会K対するものは、 法

第 202条の 2にそれぞれ別表記載の規定がある。

機関委任事務を法第 2条第 2項のいわゆる団体事務と比較すると次の

ような相違点がある 。

o機関委任事務については、地方公共団体の条例制定権の対象外である

乙と。(法第 14条)

o議会の議決権は及ばず、議会の書類検閲権・ 事務管理検査権の対象外

である乙と。(法第 98条〉

。議会の調査権は及ばな い乙と。(法第 100条〉
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o長iζ対する職務執行命令の制度の適用があること 。 (法第 146条)

o国の機関として処理する行政事務については、都道府県知事及び主務

大臣の指揮監督を受ける乙と。 (法第 150条)

o所管庁の処分の取消及び停止権があ る乙と。 (法第 151条)

o手数料の徴収の娘拠は、法律又は ζれに基づ く政令iζ定めるものを除

くほか、規則で乙れを定めなければならない乙と。 (法第 228条)

上記の相違点、で、指揮監督権及び条例制定権が、乙れまで重要な課題

として論議されて きたと乙ろであ る。

(3) 国の見解(国会の質疑の経過)

rs.1会における質疑で示された見解の概要の経過は、次のとおりである 。

① 昭和 55年 10月 17日衆議院地方行政委員会

〔砂子田自治省行政局長答弁〕

「機関委任事務は主務大自の指揮監督を受けて行う乙とになっており、

情報公開をするかどうかという問題につ きましては、やはり 主務大 臣

の指揮監督のもとにおいて、 長の責任と判断において行われるべきも

のである。」

② 昭和 57年 3月 15日参議院予算特別委員会

〔鈴木内閣総理大臣答弁〕

「情報公開の問題は、国民世論の動向等から 見ましでも前向きで対)心

する必要があると、 乙う 考えておりまして...• 

ただいま臨調にお きましでも御検討いただいてお る問題で乙さいま

すから、その答申を待ちま して、 根本的な乙れに対する政府の方針を

決めたい。」

① 昭和 57年 4月 20日参議院地方行政委2T

〔砂子田自治省行政局長答弁〕

1 1つは、情報公開というのは、現実の事務処理の面から見ますと、
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乙れは公文書管理の一つの態様だと いうふうに見ておる。第 2点は、fllJ.

の固有事務と機関委任事務で収集 した、ある いは作成を した文書 とを41

段区別する珂由がな いのではな いか。第 3点は、情報公聞に当たっての

機関委任事務につ いては、 一般的にはやはり固有事務と いうふうに観念、

を しながら ζれを長の責任と判断にお いてな していくべきものではない

か。」

④ 昭和 57年 4月 23日参議院決算委員会

〔柄谷議員の質問と世耕自治大臣答弁〕

「機関委任事務も 、情報公開条例の対象と して差 し支えない。ただ、

ζの場合、国があらかじめ特定するものは除かれる。そ して、それ以

外のものは地方自治体の首長の判断と 責任において公開し得る。乙う

1m解して いいですか。イエス、ノーでお答えください。 J I御指摘の

とおり理解しております。」

① 昭和 57年 4月 23日参議院決算委員会

〔角団法制局長官答弁〕

「機関委任事務に係るものでありましでも 、文書の管迎自体は一般に

は地方公共団体の事務と考える乙とは可能だと jL川、 ます。ただ、先ほ

どもちょっと巾し上げま したけれども、その文 Sの内容が機関委任'J1・

務に関するものであるときに は、 機関委任事務の処珂と いうl却かり、

一務大臣の指揮監督権も及ぶと、乙ういう乙とであろうと思います。」

(4) 結 :.6. 
a開

以上のように、自治省の見解が国会の場で明 らかにされたが、再度昭

和 57年 4月 23日参議院決算委員会における世耕自治大臣の答弁の安

旨を記述 し、結論としたい。

① 機関委任事務の処埋に伴い生ずる公文書の管用は原則として固有事

務であ り、 乙れを条例の対象とする乙とは構わな い。
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② しかしながら、機関委任事務を処理中の文書等のように公文書の管

理であっても機関委任事務の処理と密接な関係があるものにつ いて、

主務大臣が理由を示 して非公開を指示してきたものについては、原則

として公開の対象とならない。

③ ζ のような文書を公開しようとする場合には、 主務大臣と調整を図

る必要があ る。

④ ②の文書以外の文書については、地方公共団体の長の責任と判断で

公開するべ きものである 。

なお、当市にお いては、東京都等他の地方公共団体の事務及びその他

公共団体の事務についても、国の取扱いと同様に考える 乙とが適切であ

ると思われる 。

6 救済制度

(1 ) 救済制度創設の必要性

情報公開制度は、住民の知る 権利を「公文書公開請求権」とい う権利

で保障する制度であ る。 しかしながら、 条例上に「公文書公開請求権J

を規定するだけでは、 実質的な権利保障ではなく市が条例の「適用除外

~項」に該当する と判断してなした「非公開処分」が適法であ るか否か

を、住民が事後的に争 う乙とがで きる法制度の存在が必要であ る。乙 れ

が行政救済制度であ る。

行政救済制度は、 ①行政事件訴訟法により司法救済を求める方法 と、

②行政不服審査法lとより行政庁に対して不服申立てをする方法とがある 。

いうま でも な く、現行の行政不服審査法では、 審査機関の第三者性の

保障が一般にはなく 、行政の自己審査体制という 基本構造が戦前より 存

在 している。 そこで、情報公開の請求権を保障するため、 いかにして第
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三者的、公正、簡易迅速な救済制度を創設する乙とができるかが重要t

問題となる。

(2) 現行行政不服申立制度における条例による救済機関の設置

「行政不服申立て」とは、 「行政庁の処分その他公権力の行使にあ f

る行為に関し、不服のある者が、行政機関iζ対し不服を申立て、その ;(，

法 ・不当を審査さ せ、 もって進法・不当な行為の是正排除を請求する

続である。」その特色は、行政機関の審査を求めるものである乙と、 ilh

法問題だけではなく不当問題をも対象としうる乙と、手続が簡易迅速て

ある乙との 3点である。しかし、行政不服審査は行政機関によ る自己'ポ

ーであると いう本質的限界を持ってお り、条例で特別な救済制度を設け

る必要性がでてくる。

その 1は、行政不服審査法に基づく不服申立てについて処分庁が決定

る過程に合議制の審査会lζ諮問する手続を組み込む方法、

その 2は、担否さ れた案件を調査 ・審議 し、 その結果公開すべきか否カ

の最終的な決定権までも有する審査会を設置する方法〔第三者的不服務

裁決機関〕である 。

第 2の例は、行政不服審査法上は、問題ないと考えられるが、地方向

治法上それが討こさ れるか問題とな る。すなわち、地方自治法第 13 8条

の四第 1項では、長以外の「執行機関」は、すべて法律によってのみ設

置できるのであり 、地方自治法第 20 2条の三第 1項では、附属機関

は、…・・・ ー・調停、審査、審議又は調査等を行う機関であり 、直接住民を

対象として行政権を執行する機関ではない、としている。

そ乙で当市では、何 らかの万法で第三者による慎重かっ公正な判断を

加え る必要性か らその 1説を導入 したい。
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(3) 条例による救済機関の適正手続及び客観性 (審査裁決機関に近づける)

簡易迅速な手続による市民の権利利益の救済と行政の適正な運営を確保

する観点から本制度は、地方自治法上条例lζて設置が許容される諮問機関

に住民から直接救済を求める方法ではなく、異議申立てを受けた処分庁か

らの諮問に答えるにすぎず、その機関の意見(答申)は異議申立てを受け

て不服審査を行う処分庁の判断を法的に拘束する ζ とはできないのである。

しかし、諮問機関を裁決権を有する機関iζ近づけるため、①委員の選任方

法に客観性をもたせるとと。(専門性と 公平性を確保する観点)、②異議

中立を受けた処分庁に諮問機関に諮問する乙とを義務づける手続を導入す

る乙と。①諮問機関の答申を尊重する手続を嘩入す る乙 と。④諮問機関の

委員に対し、 事案にかかる情報の提出、関係職員の意見聴取及び現場調査

をする権限を付与 し、 客観的な判断lζ努められるよう配慮する乙と。⑤審

議は、 「事前の告知」をしたものについては、企業等から意見を聴取し適

切で客観的な判断に努められるよう配慮する乙と、 等が考えられる。

(4) 関連諸問題

公正な諮問機関的附属機関を設置するに伴い附属機関が権威ある存在

として成り立つ必要がある。そのためには、以下のような方策を講ずる

乙とが必要である。

。請求権者からの処分又は不作為につ いて異議申立てをする乙とがで

きる実施機関の処分庁は、市長部局にあっては市長、行政委員会にあっ

ては各行政委員会、議会にあっては議会となる。その理由は、乙れら

処分庁には、 上級行政庁がな いからである。

。異議申立てに対する審査を慎重かつ公正にするため市長のもとに条例

による 附属機関として数名の委員をもって構成する情報公開審査会

(仮称)を設置し、委員 5人程度の合議制機関とする ζ とが望まれる。

o審査会委員には、個人情報等に関する実質的な審理を行う必要から、
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地方公務員法等で守秘義務を法的に負っていないので条例により守秘

義務を課する必要がある。

o検索不可能の理由により公開 ・非公開の決定通知の遅延等簡易な救済

をできるだけ迅速に行うため、 「再調査の要請」のシステムを導入す

る乙とを検討する必要がある。

。議会の処分の救済については、 議会の自主的な判断にゆだねる乙とが

適切であるが、市長のもとに設置された附属機関に諮問する乙とも一方

法である。

7 情報目録

情報が保管 ・保存されていても市民がその存在と所在を知り得なければ、

山該情報の公開を求めて乙 れを利用す るととは不可能であり 、市民が必要

な情報を見つけるためには、効果的な文 書検索システムを検討する必要が

ある。 ζの問題は大きな視点では、文書の管珂の問題でもある。

市民の公開請求 iζ 対応し検索するための資料の 1っとしての情報目録

(文書目録)を公開窓口においてdl民の閲覧に供する乙とは、欠く乙との

できないものである。 神奈川県の機関の公文書の公開に関する条例におい

ても第 13条で(公文書の目録の作成)として、 「実施機関は、その定め

ると乙ろにより 、公文占の目録を作成 し、 一般の閲覧に供するものとする 。

」と規定している 。

もとより情報目録の機能は、請求権者(市民〉にとっては、具体的文害

件名を知るためのものであり 実施機関にと っては、 請求事項について、 具

体的文書名を的碓かつ迅速に特定し、探し出す手段としての機能をもって

いる。

当市においては、文書管理の一環として「適切な用具と科学的な方法を

-29ー



用いて、文書化した情報を誰でもが、いつでも容易に利用できるように一

定の法則のもとに分類整理 し、 廃棄にいたるまで組織的・系統的に整理 し、

保管する制度」としてファイリング・システムを 53年度より 導入し、そ

の徹底に努めている。しかし、まだその機能を十分に果たしているとはい

いがたい現状である。そ乙 で、文書課において 59年度は、ま ず 「モデノレ

諜設定による実地指導Jとしてフ ァイリン グ ・システムの専門コンサノレタ

ン トを投入して 5月か ら7月にかけてフ ァイリング・シ ステムの徹底に 努

めていると乙ろである。現状のシステムの問題点は、 ①シ ステムに乗って

いない文書が多い。②行政委員会等でまだファ イリ ング ・システ ムを採用

していないと乙ろがある。③文書の引継ぎ作業に多くの労力と時間がかか

りすぎる。④文書の私物化、 書庫の有効利用がな されていない、文書があふ

れ事務室内の環境の悪化等が指摘できる。

当面の問題と しては、 現行のファイ リング・システムの徹底化とあわせ

て現行文書管理帳票を文書目録及び検索手段として利用に耐える乙とがで

きる よう 準備を急 ぐ必要がある。 今後は、大 きな視点からの文書の管理、

そして公開システムとしての対応組織の問題及び段階的実施方法の問題も

からめて準備段階でその徹底を図る必要がある。

8 費用負担

情報公開花伴う 費用の負担は、公開制度が行政の中でどのように位置づ

けられるかの観点からの考察が必要である。 1つは「特定のもののために

する役務の提供」とと らえる考え方であり 、地方自治法第 227条(手数

料) 第 1項にその根拠を求めるものであり、身分証明、印鑑証明、公簿の

閲覧等 1私人の要求lζ基づき 主としてその者の利益のため行う 事務 であ

る。もう 1つは、 「閲覧は住民に対して公開請求権を設定 し文書の公開を
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あらかじめ前提としている。」という考え方である。しかし手数料徴収の根

拠とな る 「特定のもののためにする役務の提供」は、行政側の義務

iζ関係なく 、行なわれたかどうかの事実に着目するものであ る。

任芯

当市の現行手数料条例に おいても第 1条において「地5自治法第 227

来第 1項lζより特定の個人の請求lζ基づいて事務を胞行するときは、~ー

数料を徴収する。 」 と規定し、租税公課、印鑑、

証明及び公簿、図面の閲覧に対して 100円の手数料を徴収している現状

である。

情報公開制度を実施している 6自治体の例をみると、閲覧 1件あたり、

手数料と して神奈川県、埼玉県、春 日市は無料、 ri:llJ瓜IUfは 1001-g、 金山

町、緒方町は 200円であり 、写 しの交付として 1枚、竹り神奈川以、rill原

町は 30円、緒方町は 5 0 円、 春 日市 、 金山町 は 100 円 、 上奇 玉 リ I L はヌ~ ï~ 

である 。

上記の乙とか ら、①閲覧手数料を徴収する か台かについては、間報公u甘

制度の趣旨、現行閲覧制度の現状、受主主省負1f1の原WJ等を身J..f!:し、今後検

討 し決定する。②写 しの作成に要する 貸別及び送料につ いては、'At~ 1'11、'i

額を請求者から徴収する 乙とが好ま しいと忠われる。

9 適正使用

情報の公開を受けたものは、情報を適正にj日いなければならな い円を

例に明記する 乙とが必要である。実施機|剥は、情報公IJf-J!f1'Jボ，'::(仮称〕の

記載事項中の情報の利用目的が不適正な場合は、使mμl刊を変更するよ・
要請する ζ とがで きる乙 ととす る。ま た、 交付にあたる 職員は、情報公IHJ

の趣旨に即して適正使用す るよう 啓発に努めると ととする。 既iliiJ定条例に

おいても神奈川県は、 条例第 12条 (利用者の責務) で、埼玉県は条例第
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4条(県民の責務)で適正使用の規定をおいている。

10 他法令との調整

実施機関が所管する法令の規定により公文書の閲覧若しくは縦覧又は公

文書の謄本、抄本等の交付の手続が定められている場合iとは、 乙の制度を

適用せず手続で定められている限り(請求者の範囲の限定、閲覧等の期間

の限定)において法令の規定を適用するものとする。

また、 市立図書館、議会図書室等のように市民の利用 に供する乙とを目

的として収集、整理、保管 してい る図書、資料等につ いては、 乙の制度の

適用を除外する。

11 運営審議会の設置

情報公開制度は、市民の参加と駐視のもとで、第三者による慎重かっ公

正な怠見をふまえて制度を運営する必要がある 。

そ乙で、制度全般を見渡し適用除外事項の見直 し、 その他制度運営に関

する 雫要事項を調査審議 し、 その結果を答申、建議する権能を有する 附属

機関と して市長のも とに情報公開運営審議会 (仮称)を設置する必要があ

る。

また、審議会の民主的運営を確保するため委員の構成や人選Kついても

慎重に配慮する ζ とが望ま れる。
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第3章情報公開制度の請求及び公開の手続

知る権利を保障し、関かれた市政を実現するためには、行政への参加とい

う観点からの制度作りが望まれる。そのためには、請求者(住民)の利便を

考え利用しやすく的確かっ迅速な対応をするための請求から公開までの手続

体制を整える乙とが望ましい。いうまでもなく市民にとって情報公開とあわ

せて情報提供の充実もより 重要であり 、当市においては、 52年 10月新市

庁舎オープンに伴い図書館の第 7番目の分館として市政図書館を開館し、情

報の提供に努めていると乙ろである。制度を構築しでもそれを生かすシステ

ムが十分稼働しないと情報公開制度も十分な効果を発揮する ζ とができない。

そ乙で市政図書館の現状のサービスと情報公開制度を実施するに際しての現実の

対応可能性(文書管理の状況、人的及び場所的要件等)と いう視点から乙の

問題を考えたい。なお、今後次の全庁的準備段階でよりいっそう 具体的なシ

ステムを考慮する。

以下では、 乙の観点から 1請求行為、 2請求への対応、 3対応組織の順に

その手続の概要を記述する 。

1 請求行為

(1 ) 請求の方法

請求権者が請求窓口(受理窓口)で情報公開請求書 〔仮称〕により 請

求する方法は、来庁 して直接窓口で請求する方法、郵送で請求する方法、

電話で請求する方法が考えられるが、 乙れは次iζ述べるように公開請求

は、文書による乙とを要件としているので電話での請求は認めない乙と
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とする。なお 、 li !? ボ l ! ? が illr~ 辺 lζ より似 11 11 されたときに、文J 象 ↑!?械の特定
¥ 

tì ど Jボの位行が l リ l らかでな い J~ 合は 、 本人 lと米 げを求め、 その 十dì 1下.を

一λ こと ができるものとすべきである 。

(2) 文容による諮求

仏側公 IJ日 ~IJIJ 山: の公文 ji: の公 U:-J ， \ IIj-ぷは 、 J1 1j ボ杓i 円- の椛ポIJ の行使であるの

で、r ~./c 0) 1I~1 りの|山|卜. 、 公 IHJ を 刊行し た j弘代の ;敗例 F続の移行の {i産保存

のJIIIIIIか らl'r-I(，i (川'悩公UrJIIIIJボ 1'::)の似H¥によることとする。

t~ Jj 、 民lS，i去による j弘作IC. t よ、 J欠 lζiliべる必 1~IJuúが h_~，1京されていれば

4どめることとする

(3) 情報公開鱈求書の記載事項

↑111十日公IJU，iIJ;1<11::のJ?式には、 till川と行の住所、氏名、'1，[1Jli治け、公IJr-J山

ょjとdる↑IIJt~ の手/， fかはいし l)~ 代、公)JfJ のん・ 法、't11j-械の府J) I J I I的ちのUt肢を

よ!とめるも のとする のポリJIJ I I (1<)のdc11記をよjとめる迎行は、↑!?械のイミ.i@ILな使

川をHlJ~IJ'J する 乙とと 対象↑13 切を村正するための十"ì~ (I<J な↑fj 報をυ る乙と

である。 £た rOJ!j I付iζイ1:11))xはイI~ γ: しているイI ，~I 人」に I~~夜、 1 /， する場合にい 、

こ れらの Hl1j- ぷ航行である円の 11~，1有を求めるものとする。

2 治ボへ の対 JIぷ

(1 ) 請求の受理

↑11j 半I~ 公 IHJ，¥1'1求 I!?のtRIUがあ ったときには、lh1・4と;窓し1(受 J[g ~ U) のいl

、竹内-は 、消ボ 『!?の~~，1点内科を点検し検京ilJ能な科j支に判定されて い るu年

はtifjボ1!?を叉:rrQする 。

叉IIPするに吋た って は、 ①請求者が条例で定める請求権有であるかど
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うかの確認、②公開 ・非公開の決定には、 日時を要する乙と。③公開す

る場合の閲覧等の日時及び場所は、決定通知書で通知する乙と。④写し

の交付には費用の負担が必要である乙と 等を窓口で説明する。 請求書の

用紙は、 3部複写とし 当該請求書の⑫を一部請求者に交付する 。

⑫ を交付するのは、 受理の時点を明維にする趣旨からである 。

(2) 請求文書の検索

受理さ れた請求は、一定期間内に文書を特定 し探し出す必要がある 。

乙の作業は受珂窓口で文書管盟|帳票等iとよりその検索に努めるとともに

市における文書の保管は、 主管課単位で行っているので保管文書の検索

は、 事務を所管する主管課が行う乙とが適切である。また、制度の段階

的実施等と関連する乙 とであ るが、保存文書につ いては、 文書主管課

(庶務課文書係)と 今後連携を密に しその調幣を関りた い。

(3) 公開の決定

ア 公開非公開の処分庁

公開非公開の決定とその通知は処分庁の名において行う 。処分庁は、

当市にお いては、市長部局にあっては市長、行政委員会にあっては各

行政委員会とする。

イ 公開非公開の決定及び通知の専決権者等

公開非公開の決定及び通知iζ関する専決権は、処分庁の下位の機関

に内部委任し、判断の容易なものは主管課長を専決権者と し、判断iζ

慎重を要するものは部長等を専決権者とする乙とが適切と 思われる。

乙の際決定する過程花、①関係部課の長との協議、②内部審宜機関の

審査の手続を組み込む方法を考慮する必要がある。企業等から取得し

た情報については、 「事前の告知」の制度を導入する必要がある。ま

た、適用除外事項の細目基準を主管課にお いて作成し、 適切な判断に

p
h
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努める乙とが必要である。

(4) 公開の方法

情報の公開は、原則として原本の閲覧又は写 しの交付により行う。た

だし、 汚損、破損のおそれがあるとき、部分公開の必要など相当の理由

があるときは、複製物の閲覧、複製物の写 しの交付による。 写 しの 交付

iζ 当たっては、市の実施機関が交付したものである乙とを明らかにす‘る

と同時に写 しの副本を 1通記録として保管する。

(5) 回答期限と請求者への通知

既制定条例をみても回答期限は、 1 4 '""'-' 1 5日であり、 2週間程度が

適切であると思われる。ただ し、 一定の理由がある場合(部分の公闘を

行うため厳密な審査を要する場合等)には、回答期限を延長 して通知す

る乙とを考慮する必要がある。非公開決定の通知には、理由付記及び救

済の教示をする必要ーがある。

3 対応組織等

(1 ) 窓口組織

窓口の設置にあたっては、 請求窓口(受付窓口) は、現に文書を保管

している課(主管課)が個々に受付けを行う方法も考えられるが、①統

的処理が必要な乙と。②利用者の利便を考える必要がある乙と。 ③情

報の特定(主管課の特定)が必要なとと。 ④費用の徴収の簡素化が必要

な乙と。⑤相談 ・案内業務が必要なとと 等から一定の窓口で行うのが適

切であると 考える。上記の理由及び市政図書館の行政情報の提供状況を

考慮すると、市政図書館に何 らかの形で情報公開コ ーナー(仮称)的な
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ものを設置して情報公開の総合窓口としての機能をもたせる 乙 とが~­

えられる。乙乙での役割は、約求書の受問、 gj'jボ文 tl?の公IJrJ、相談 ・

連絡調整、請求書の⑫を文S保管課へj送付等がJfえ られる。

なお、広報課市民相談係を案内窓口としてy:i}}11する必泌がある白乙

ζでの機能は、情報公開コ ーナーの案内、 その仙のfll，l炎業務を行 う乙

ととする 。

(2) 文書検索体制の整備

窓口組織の幣備とI"J11.'1 ~ζ 文 1!? の 3使用保 ~7がはさ れ俗坊に倹 'ぷで

うな検治体市IJが略的 されていはければならな し、。迎 II"./J.米 Ji-倹・ぶ体九|川

口大れていないと 公!JTJ，Wボlζ此;じられないばかり か文Jiの小 (rイIIC. .1. ~ 

請求肥否の問泌がお 乙り市IJ/立のイ，j刺↑11:が1[1われる ことに はる。、''11(11Li m， 
行制度をできるだけ改浮市川する 似JJ、L治、ら ト，竹ぷにおいては、，1l'i;j{，ζ対
して、何万IJl..!-体(，<)な文 t!?を 1，L ~';". ~と 検設できる {本 ~I ) IJfとは Jているζdか必

要である。 I↑川|

シメテ ムを 5 3 イ年E皮よ り i将吊人し 、 そ の微 Jf~'ζ 努め て いるかよ j - そ U

を十分 に ~ た し て い ると はいい がた し、射状である。今後 ~I )IJ 瓜 '必 他へ ':'JvJ 

て、 ファ イノレ )I~ t(/l ぷの 作成の微j氏以び.fJ~f J.'火:，If ~:Î; 1111 I陥れや文，':1:1似枇ひ

検索手段としてポIJ川i乙l耐える乙とができるよう叩似合急ぐ必 t泣かある u

なお、長期保存文 1!?については、恒久的iと似{/される ところから えJi

ー似を作成する。
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第4章 プライバシーの保護

l プラ イバ シーの概念

神奈川県の文書調査では、知事部局の全機関の処理済み文書のうち、非

公開文書の内訳をみるとプライバシーに関するものが 73.7 9ぢを占め、 東

村山市の 58年度中における非公開文書(対内文書に限る〉の内プライパ

シーに関する文書は 23.5%を占めている。乙の乙 とからも明らかなよう

に調査方法に違いがあるとはいえプライパシ ーに対しては、主観的側面が

強い乙と、必ずしも明確な定義づけがなされていない乙と 等により 、調査

結果にも大きな差異が生ずる乙とになる。

プライバシーの権利については、 「ひとりにしておいてもらう権利」 と

か「私生活をみだりに公開されな い権利」という消極的、受動的な側面で

とらえる見解がいままでの伝統的なプライバシーの概念であった。しかし

なが ら、情報化社会の進展に よって情報の処理及び通信の飛躍的な技術革

新に伴い、何人iζ関する荷々のデータが収集 ・蓄積 ・利用される乙とによ っ

て、個人のプライパシーに対する脅威が高まり、個人の権利意識が高まる

とともに、 「自己iζ関する情報の流れをコントローノレする権利」すなわち

「自己K関する情報の収集 ・蓄積 ・提供に積極的に関与する権利」とい う

積極的、能動的な見解をとる現代的な概念に展開してきている。後で述べ

る当市の電子計算組織個人情報保護条例 も乙の現代的な考え方をとり入れ

ている。
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2 情報公開制度とプライバシー

欧米等の先進諸国では、 197 3年にスウェーデンで「データ法」が成

立 したのをはじめとして現在ではOECD加盟 24か国中、 1 1か国にお

いてプラ イバシ 一保護法が制定されており、情報公開制度とプラ イバシ 一

保護制度とが車の両輪の関係にあるものとして制度化され運用されている。

OECDは、 1 980年 9月に「プラ イバ シ一保護と個人データの国際流

通につ いてのガイドラインに関する OECD理事会勧告」を採択し、乙れ

を受けて日本政府は、行政管理庁に 「プライパシ一保護研究会」を設置し

て、 57年 7月に「個人データの処理に伴うプラ イパシ 一保護対策」を発

表 した。

その基本 5原則は次の とおりであ る。

① 収集制限の原則

データの収集目的の明確化、目的達成に必要な範囲内の限定と適法か

っ公正な手段による収集

② 利用制限の原則

データの利用を収集目的の範囲内に限定

③ 個人参加の原則

自己に関するデータの存在と内容を知ることおよび必要な場合のデー

タ訂正請求などの手段の保障

④ 適正管理の原則

データの正確かっ最新なものとして管理とデータの合理的安全保護措

置 (紛失、破壊、改ざん防止)

⑤ 責任明確化の原則

データ 管理者が負わなければ、ならな い責任内容の明確化

以上の経過をふまえ、 乙乙で問題となるのは、その 1は知る権利と プラ
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イバシーの権利という対立する権利を制度上どのように調整するのかとい

う問題、その 2は現代的なプライパシーの保護と情報公開という同一 目標

を実現する並立関係の問題である。前者のプライバシーの消極的側面であ

る 「ひとりにしておいてもらう権利」の保護については、適用除外事項の

「個人情報に関する項目」を適用する ことにより保護する乙とができると

考える。後者のプ ライバシーの積極的側面である「自己に関する情報の流

れをコン トロ ールする権利」の保護と情報公開との関係での中心的課題は、

基本 5原則の個人参加の原則の問題であ る。埼玉県では、 条例第 7条 (自

己情報の公開請求)で認めている 。

しかし、自己に関する情報であっても、個人に関する評価を含む情報

(生徒の内申書閲覧等〉、病歴等公開不適当情報(患者のカノレテ閲覧等〉

等本人に公開できない情報をどのように定めるか等難しい問題がある 。

よって、現代的なプ ライパシ 一保護の制度については、 基本 5原則を包

今するプライパ シ一 保護条例を制定する乙とによ って実現すべきである。

現に春 日市においては、 今年 7月4日「個人情報保護条例」を制定 してい

る。

3 電子計算組織個人情報保護条例との調整

日野市電子計算組織に係る個人情報の保護に関する条例(昭和 56年条

例第 33号〉では次のような規定を置いている 。

第 2条 (定義)

乙の条例において、 「電子計算組織」とは、 電子計算機及び関連機器を

利用して与えられた処理手JII員に従って、 一連の処理を自動的に行う組織を

し1う。

2. 乙の条例において、 「個人情報」とは、 電子計算組織に記録された個
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人iζ関連する情報をいう。

第 9条(閲覧等の禁止)

個人情報は、本人以外の者の閲覧に供し、又は国若しくは他の地方公共

団体等に提供してはな らない。ただ し、 法律に定めがあるものにつ いては、

乙の限りではない。

~ 1 2条(開示及び訂正)

市長は、個人情報について、市民から開示の申出があったときは、 当該

市民iと係る個人情報につ いて、開示するものとする。

2. 市長は、個人情報について、市民から記録内容について、訂正の申出

があ ったときは、これを調査 し、 結果を当該市民に通知するとともに誤り

があったときは、速やかに当該記録を訂正しなければならな い。

( 3. 略〉

条文からも理解できるように電子計算組織に記録されている個人情報の

公開(提供)につ いては、乙の条例の規定を適用する乙とが適切である。

しかし、 電子計算組織から出力された情報については、 一般文書と同様情

報公開制度の対象とする。(対象情報の範囲参照)

4 関連諸問題

情報公開制度実現へ向けて個人情報取扱基準を設定する等の整備作業を

11::1...ぐ必要がある。 今後のプラ イバシーに関する 諸問題を列記すると次のと

おりである。

。庁内における全文書調査を準備段階で実施 し、適用除外事項の中の個人

情報の抽出の徹底を期する。

o個人情報の判定の徹底を期するため、個人情報の取扱基準の設定及び取

扱基準の細目の作成に努める。
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o個人情報の取扱基準の運用の適正化を図るため、チェック体制の整備を

図るとともに庁内連絡会議を設置 し、 運用の統一性を確保する必要があ

る。
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介 5章制度実現への取組みと今後の課匙

文TQ;t百四体制の整備とその縫立

「↑Jj制ri:JlI!はくし て↑llj制公IJl:Jt.s.し」と いわれるように川搬(公文 1'::) の竹

J' I!は、↑llj報公IJr.J~ l il J J史的i¥ 't~ の lìíj 似をなすものであり、{北米は行政仰1] の必 ~'VE あ

淳、いは 11与幼て5・の法|下JfH t処によって文l!??マf'Uがなされてきた。しかしながり 、

今後↑111搬公|川市I]J立をれ1]ぷするに際しては、↑!?制はイJ:以と行政との総伶(I{J不IJ川

というがfしい件以ょにたって JS'然する必'lfがある。以 ドでは、フアイ リンクググ.己、一. 

システムを|け小|いl心泌J泌必として 〉文えと-1川|作n"竹.マ，¥"f川l恒日を仰作i¥均Uι'/工するための呪1状j火〈とその|日川:ハ川1リl;iiι:

j述&する乙ととすz

(1 ) ファイリング・システムの現状

.G~ イE のファイ リ ング ・ システムは 、 新 fr 外移 l伝 ，， 'T 後の IIf1fll 5 3年度か

ら新しい文 Jj:竹内刀法として将人され、そのけ'fは、 文;ユ?分知去による

火:t!?の分初、作泌iとんi01のファイ ノレ保竹:Hfの設内、 ファイ リングm~~， の

山川てらで始まった。その特色は、 ①イミ川文117の!完交の徹氏、②いつでも 、

だれでもすぐとりだせる乙と 、⑦文 t!?の私物化の排除、④全J11YJ核問刀

法の統 一 fljl] 、 ①f.:~III} /j式の微J発令-である。 ζl人後文tl!-係のJ行却のも とに

その似~* を発刊i して い るが 、 山幸I~I I似-のJ_uで折摘したように行政委員〈

写-でファ イリング ・システムを採用し ていない等!日]組点があり 、その徹

氏には、まだIL'yIL¥]と純白を要するものとjUわれる

(2) ファイリング・システムの徹底

記のくF情を??呆にまた情報公開制度の検討と歩調を合わせ、まず59年
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度は「モデル課設定による 実地指導Jとして 5---7月にかけて 5課を対

象にその徹底に努めていると乙ろである。今後基本的には、現行の シス

テムをベ ースlζ若干の修正を加え、漸次全庁的にその環をひろげフ ァイ

リン グ ・システムの徹底を図る必要がある。そして情報公開制度の文害目録

及び検索手段としてフ ァイリング・システムが利用に耐えるようその改

革を図る必要がある。

(3) 全文書調査及び非公開文書についての実態調査の必要性

文書管理の円滑かっ適正な実施とその能率化、合間化を図る乙とは、

情報公開制度を創設するに当たっての基本的な必要事項である。そ乙で

年聞を通じての文書の実態と文書管理の問題点とを把握するために準備

段階において 早急に全文書の実態調査を実施する必要がある。また、 情

報公開制度の検討で最も重要な課題は適用除外事項の問題である。そ ζ

で適用除外事項の問題点を把握すると ともに適用除外事項の細目基準を

作成するため非公開文書の実態調査を実施する必要がある 。

(4) 関連諸問題

情報公開制度を実施するに際し、文書の作成から廃棄までの過程にお

ける関連諸規程等を整備する必要がある。その具体例を列記すると次の

とおり である。

o文書管理|帳票及び起案用紙等の様式の改善

oファイ リング・システムについての日常的 ・継続的な研修、指導の徹

底

o公文書検索資料としてのファイノレ基準表の作成の徹底

。文書の保管、保存年限の適正化

。文書の保管方法の見直 し(保管用具、保管場所)

o文書管理規程全体の検討・ 整備
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。文書の処理手続の改革

最後に、文書管理体制を整備確立する乙とにより効果的な公文書検索

システムを整備 し、 住民の公開請求iζ答える ζ とが必要である。

2 市民意思の反映

当市が目ざす情報公開制度は、知る権利を保障し、市民参加をより推進

し、聞かれた市政を実現する ζ とにある。

市民参加による制度作りを目ざす本市にとっては、市民が制度をどのよう

に考えているかを的確に把握し、市民の意向を制度lζ反映する乙とが必要

である。乙のため広報紙等による情報提供施策lζ努める乙ととする。

ム後は、次の準備段階で全庁的な推進体制の整備を図り 、全庁的に検討

を加えた後、市民代表、知識経験者等を加えた懇談会を設置 して、市民意

思を反映する必要がある。

また、市民の利用 しやすい制度作りのため、制度実施後の運営段階にお

いても 公正な運営が確保できるよう運営審議会において市民の意思を反映

していく必要がある。

3 職員意識の啓発

情報公開制度は、公文書についての考え方、公文書の作成から管理 まで

の処珂手続についての元来の考え方に変革を求めるものであり 、 乙れを通

して市民と職員との間の信頼関係を築乙うとする制度である。

行政内部においては、制度の怠義 ・目的 ・仕組み等につ いて庁内報、研

修等のあらゆる機会を通じて職員に周知徹底を図る必要がある。
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乙の乙とは、職員が日々作成する公文書が公開の対象になり、職員 1人

ひとりの理解と協力があって初めて制度が成り立っからである。

今後は、職員lと意識の変革を求めるとともに職員が制度の必要性を認識

し、積極的に制度作りに参画できるよう配慮する乙とが必要である。

4 全庁的推進体制の整備

、lノ市においては、昭年 58年 7月に要綱を制定し、 1 0月より数次にわ

たり、情報公開制度の基本的課題の調査研究を進めてきたと乙ろである。

今後は、システム面及び文書管理の徹底の視点から適用除外事項の具体

化、文書の実態調査、推進計画及び具体案の作成のため実務に即して 全庁

的な推進体制の整備を図る必要がある 。

乙のため、情報公開制度準備委員会 (仮称)を設置 し全庁的に制度の推

進を図るとともに事務局組織として、企画部門又は総務部門に専管組織を

設置する乙とが望まれる。

5 段階的実施

情報公開制度を実施している自治体は、市段階では福岡県春 日市をはじ

め現在 4市の状況であり、 今まで記述してきたとおり制度化には解決しな

ければならない諸課題が存在する。

当初から完全な文書管理体制で制度を発足する乙とが望まれるが過去にさ

かのぼっての文書整理等に日時を要するため整理の終了を待っていたので

は、制度の発足がおくれる乙とになる。

そ乙で、 当面は、既存の文書管理体制を発展的に整備運用し、公開対象
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文書は、既制定条例にもみられるように、制度実施以降の文書を対象とし、

それ以前の文書については、逐次目録が整備されたものとか長期保存文書

から公開するとかの方法が望まれる。
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資料 1

日野市電子計算組織に係る個人情報の保護に関する条例

(目的)

昭和 56年 10月 23日

条例第 3 3 号

第 1 条 乙の条例は、 電子計算組織の運営にあたり、市民の個人的秘密

を保護する乙とを目的とする。

(定 義)

第 2 条 乙の条例において、 「電子計算組織」とは、 電子計算機及び関

連機器を利用して与えられた処理手順に従って、一連の処理を自

動的に行う組織を いう 。

2 乙の条例において、 「個人情報」とは、 電子計算組織に記録さ

れた個人に関連する情報をいう。

(審議会)

第 3 条 電子計算組織を適正に管理運営するため市長の諮問機関として、

日野市電子計算組織運営審議会 (以下「審議会」という。)を置

く。

2 審議会は、市長の諮問に応じ、次の各号に掲げる 事項を審議 し

て答申する。

(1) 市民の個人情報の保護に関する事項

(2) 電子計算組織の管理運営に関する基本的事項

(3) 前 2号に定めるもののほか、 電子計算組織の管理運営につい

ての重要事項

3 審議会は、前項に定めるもののほか、電子計算組織の管理運営

に関する 事項について意見を述べる乙とができる 。
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4 審議会は、市長が任命又は委嘱する委員によ り組織する。

(1) 市議会議員 3人以内

(2) 学識経験ーl

(3) ，行

(4) ，t1職問

3人以内

3人以内

3人以内

5 委員の任期は、 2年とし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期

は、前任者の伐任期間とする。ただし、 |ヰ任を妨げない。

6 審議会の委員の報酬は、日野市特別l般の職員で非常勤のものの

報酬|及び費用弁償iζ|刻する条例 (昭和 38年条例第 13号)の

第 2条の規定に)Jづ く日IJ表中その他付属機関の構成員及び非常勤

l版以の 11額に准ずるものとする 。

7 前各項i乙定めるもののほか、審議会の運営に関して必要な 'j{項

は.kj~nリ で定める 。

( 'F務処即の範1J1:1等)

第 4 条 '，tt f 汁 37. 組織をポIj川して処即する 1-~ 務は、rI=J及びその機|掲が処

上']し、包:即し、法び執行する事務の範ぼ!とする。

2 個人情報は、使HJ回出Jを明らかにして収集するものとする。

( I館、情の保護)

第 5 条 市長は、個人情報について常1[.IE怖かっ客観的なものとして維

持、 12:即するとともに、電子計算組織の運営にあた っては、市民

の法本的人権を尊苦し、市民の個人的秘密を保護しなければなら

ない。

2 個人情報を取り扱う-e-は、個人情報の保護の重要性を認識し、

開当する 事務の範|加を趨えて、 乙れを収り扱ってはならない。

3 個人情報を取り扱う省は、 l職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らな し、。そのl肢を温いた後もまた同様とする。
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(運営 ・管理)

第 6 条 市長は、電子計算組織の運営にあたっては、常に事務の効率化

及び処理の正確化lζ努め、 管理lζ当たっては、個人情報の漏えい、

滅失、改ざん、きf員、盗難及びその他の事故を防止するため必要

な措置を講じるものとする。

(記録の制限〉

第 7 条 電子計算組織には、個人の思想、 信条、宗教、身体的特徴、人

種、犯罪歴、門地その他特別に社会的差別の原因となる事項及び

個人の秘密を不当に侵害するおそれのあると認められるすL項は、

記録 してはならない。

2 雷A 子計算組織に記録する個人情報は、 第 4条第 1項に規定する

務を処理し、管埋し、及び執行するため必要にして最少限度の

ものとする。

(個人番号の制限〉

第 8 条 個人情報に付した個人番号は、第 4条zn1 JtUζ規定する事務の

範聞を超え使用してはならない。

(閲覧等の禁止〉

第 9 条 例人情報は、本人以外の者の閲覧に供 し、又は悶若 しくは他の

地ノ守公共団体等iζ提供してはならな い。ただし、 法律lζ定めがあ

るものについては、 乙の限りではな い。

(有機的結合の禁止)

第 10 条 国及び他の地ノヴ公共団体等との通信回線による電子計算組織の

3機的結合は、個人情報を処理するために行ってはならない。

(公表〉

第 11 条 市長は、電子計算組織による事務処理の状況について、適時市

に公表するものとする。
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(開示及び訂正)

第 12 条 市長は、個人情報について、市民から開示の申出があったとき

は、当該市民lζ係る個人情報について、開示するものとする。

2 市長は、個人情報について、市民から記録内容について、訂正

の申出があ ったときは、乙れを調査 し、結果を当該市民に通知す

るとともに誤りがあ ったときは、速やかに当該記録を訂正しなけ

ればならない。

3 前 2項iζ規定する申出は、別に定めると乙ろにより行うものと

する。

(委託)

第 13 条 市長は、 電子計算組織による事務処理の一部を外部に委託する

場合は、市民の個人情報の保護及びデータの安全確保のため、 J旦

当職員等を立ち会わせるなど委託を受けた者が、処理する事務の

包理監督について必要な措置を講 じなければならない。

(委 任)

第 14 条 乙の条例の胞行について必要な事項は、規則で定める。

付則

(1) 乙の条例は、公布の日から施行する。

(2) 乙の条例施行の際既に電子計算組織を利用し、処理している

務については、速やかに必要な措置を講じなければならない。
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資料 2

日野市情報公開制度検討委員会設置要綱

昭和 58年 7月22日制定

(設置)

第 1 条 情報公開の制度化に向けて、諸問題を調査研究するため、日野

市情報公開制度検討委員会(以下「委員会」 という。)を設置す

る。

(所掌事項)

第 2 条 委員会は、情報公開の実胞について次に掲げる 基本的課題の調

査研究を行い、 その結果を 市長に報告する。

(1) 情報公開制度につ いての基本的考え方

(2) 情報公開制度の内容

(3) 制度化への諸課題の検討及び取組み

(4) 情報公開に係る資料収集主ー

(5) その他情報公開につ いて必要な事項の検3、

(組織)

第 3 条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。

2 委員長は、企画課長又は主幹をもって乙れに充てる。

3 副委員長は、庶務課長をもって ζれに充てる。

4 委員は、次の各号iζj告げる者をもって構成する。

(1) 議会事務局 1名 企画財政部 2名 総務部 2名 市民部 1名

生活環境部 l名 清掃部 1名 都市整備部 1名 佳設部 1名

福祉部 1名 水道部 1名 教育委員会事務局 1名 市立総ム

病院 1名 選挙管理委員会事務局及び取杏委員事務局 1名

(2) 前号lζ掲げる者のほか、市長が指名する者
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(任期)

第 4 条 委員の任期は、委員会が第 2条iζ規定する所掌事項を終了 した

ときに満了するものとする。

(運営)

第 5 条 委日会の会議は、委以長が招集 し主宅する。

2 民Ij委社長は、 委員長を補佐し、 委員長が欠けたと き又はrj1故あ

るときは、そのl俄務を代即する 。

3 委員会の会議は、原則として月一回開会する。 ただし、 委 F

が必要と認めるときは、随時u司会する乙とができる。

4 委iユ長は、必要があると認めるときは、委員会の会議iζ関係I隙

国の出席を求める 乙とがで きる。

o任 務)

第 6 条 委員会の庶務は 、 企画財政 I';I~ 企 l同謀にお いて処即する 。

(その他)

第 7 条 その他委員会の運営に必要な'Jj:Jjlは、 委以長が日 1]1乙定める。

イ、l Uリ

乙の'zg綱は、昭和 58年 7月 22日から施行する。
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資料 3

日野市情報公開制度検討委員会検討経過

年 月 口 検 討 内 谷 等

5 8. 1 O. 1 8 I第 1回検討委員会

1委員会設Rの経緯

2講演会

(1)講師 東京都情報公開準備室主査 前田lltl伝

(2)演題 「情報公開について」

5 8. 1 1. 1 7 I第 2回検討委員会

1講演会

(1)講師 i奇玉県公文書センタ 一所長 岡田博

(2)演題 l'情報公開制度の:意義以び基本的考え方」

「情報公開の体系」

5 9. 1. 1 8 I第 3巨|検討委員会

1情報公開制度全般にわたる意見交換

5 9. 2. 1 6 I第 4回検討委員会

1請求権

2実施機関

5 9. 3. 6 I第 5回検討委員会

1講演会

(1)講師 神奈川県県政情報室主査 渡部俳

(2)演題 「神奈川県の公文書公開条例の運用と その実態」
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年月日 検

5 9. 4. 1 0 I第 6回検討委員会

1対象情報の範悶

2 適 用 除外 ~1JJ'j 

5 9. 5. 8 I第 7回検討委員会

1機関委任事務

2救済機関

3↑!?報目録

5 9. 5. 2 3 I先進地制察

内 容

神奈川県県民部県政情報宅

5 9. 6. 1 I第 81g1倹討委L:iA

l訂ボ放び公開の手続

27EffJ負IJJ

3文』台FTH本市1]の略的とその他立

5 9. 6. 2 9 I制度検討の一段としてのファイ リング ・システム説明会

講師側イト ーキファイ リング研究宅 守川幸雄

5 9. 7. 3 I第 91百|検伊三辰巳 A

l情報公聞につ いての法本的考え方

2制度実現への取組みと今後の課題

311日完']1項

5 9. 7. 2 0 1 第 10回検討委員会

1プラ イバ シーの保護

2報告主のまとめ
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資料 4

野市情報公開制度検討委員会委員名簿

職 氏 名 {賄 ~ 

企画財政部 企画課長 田窪鎮夫 委 員 長

総(総務務部部職庶員課務課長長〉 山 11時 主早当巴Jノ5 副委 員長

議会事務局 議事係長 栗原 莞 次

総務部庶務課 文書係長 青 山 止に

市(総民部務保部管険年財金課課契保約係険税長係〉長 阿 川 文犬

市民部市民課 記録係長 鈴木晴 彦

生活環境部生活課 コミュニティ係長 小 寺瑞彦

清掃部庶務課 庶務係長 鎌旧文!除

都市整備部下水道課 11 村山? tt手ι 

都市整部備部区l阿整用課 補長償)工事係長
(建設 管珂課 管理係

林 |出秀

福祉部社会課 社会係長 松崎瑛子

水道部業務課 庶務係長 相 11向 i，応酬|男

教育委員会事務局庶務課 庶務係長 横 島英 紀

市立総合病院 医事係長 小津春 童

建(設部土木課委 補会事修務係長
選挙管見 員 局庶務係長)

平野孝 一

企画財政部財政課 財政係長 田中政 幸

企画財政部企画課 主 査 福嶋明視

( )内は旧所属
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資料 5
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